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 解説 「包装用紙 Version3」 
2009年 5月１日制定 

 
1．商品類型設定の背景 

エコマークではこれまで、循環型社会の構築に向けて、3R 政策に基づく廃棄物の有
効利用を認定基準として採り上げ、推進してきた。紙については、森林の保全および紙

ごみの削減のために、製品の原料に積極的に古紙を使用していることが望ましいと考え

てきた。国内においては、製紙業界が 1990 年以降 5 年間ごとの自主努力目標を設定し
て、古紙パルプ製造設備を積極的に導入し、それまで進んでいなかった情報・印刷用紙

の古紙利用を図ったこともあり、古紙利用率は 49.6%（1985年）から 60.6%（2006年）
に向上した。2006年の紙の消費量は年 3,154万トン、古紙回収量は 2,283万トン（うち
輸出 388 万トン）となっており、再生資源は最大の原材料となっているが、2006 年の
板紙・ダンボールの古紙利用率は 93％に対して、衛生用紙は 53％、印刷情報用紙は 27％
（うち中質系 57％、上質系 13％）、包装用紙は 5%と利用率がまだ低い状態である（下
図 1）。一方、海外においては、GDP の伸びによる紙の消費量増大が見込まれている。
世界の古紙利用率は 51.6％（2006 年）にとどまっているが、環境法規制等の整備によ
り、回収率は向上することも想定され、また、使用済み紙の排出量も増大することより、

今後古紙利用の促進は世界規模でますます重要になってくると考えられる。なお、世界

のエコラベルについても、紙製品に関しては、古紙の利用が基準化されているものが多

数を占め、さらに、バージン材に対して持続可能性が認められた森林認証材を基準化す

るところもある。 
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図 1 品種別生産量と古紙利用率（2006年） 
資料：紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計、日本製紙連合会 
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国際連合食糧農業機関（FAO）によると、世界の森林面積は、毎年およそ 730 万 ha
（日本の面積の約 1/6）の減少を続けている。地域別にみると、アジア、ヨーロッパで
は増加しているが、アフリカ、南米での減少が著しくなっている。日本の製紙業界では、

1970年代から植林事業を開始し、これまで国内合わせ 61万 ha の面積を植林してきて
いるが、日本の製紙原料（パルプ材）の 7割は海外からのものであり、毎年 2500万 m3

（日本の木材総需要の 3割弱）のチップを輸入している現状でもある。森林資源の減少
を極力抑え、循環型社会の構築をさらに推進していくためには、紙における古紙の利用

は重要であることを再確認した。現段階では、世界規模での古紙循環の適切な展開図は

確定していないところもあるが、今後日本の高い古紙利用技術の更なる向上を目指し、

海外に展開していく必要があることが提言された。 

 
古紙パルプの配合に関しては、製造段階における化石燃料由来の二酸化炭素増加の問

題が指摘されたが、廃棄物燃料の利用などにより、二酸化炭素が増加するとは言えない

とのデータもあり、そのため、エネルギベースでの評価を引き続き行うべきで、また環

境負荷項目は二酸化炭素だけではないという意見もあがった。そして、製紙業界では、

早くからパルプ製造工程で発生する黒液をエネルギとして利用できる装置を導入する

など、環境配慮に積極的な取り組みを実施していることより、今後、化石燃料について

も、風力や廃棄物などの再生可能エネルギに転換するなど更なる努力が期待されるとの

意見があがった。 
古紙配合については、社会的な様々な議論が展開されているが、日本製紙連合会では

2010年度の古紙利用率の目標を 62％と定めて取り組んでいる（下表 1）。また、古紙の
利用率を高めるには、流通、二次加工、消費者などによる過剰な品質要求がないように、

使用する側の理解も重要である。 
 

表 1 2010年度古紙利用率 62％目標達成時の品種別古紙利用率見込み 
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エコマーク認定基準においては、世界規模での紙消費量の増大とそれに伴う森林の保

全の観点、循環型社会の構築のために、古紙利用促進の重要性を改めて確認し、各品目

においてできる限り古紙を配合することを推進する認定基準を策定した。 
なお、2008年 1月に判明した多くの製紙事業者による古紙パルプ配合率偽装問題（再

生紙年賀はがきに端を発して、エコマーク商品類型にある印刷用紙や情報用紙などにつ

いて古紙パルプ配合率をエコマークの基準配合率よりも少なく偽って配合したことが

判明した問題）では、印刷業者や古紙の分別回収を進める消費者をはじめ多くの人々に

混乱を生じさせるなど、大きな社会問題となった。第三者認証としてのエコマークの信

頼を回復すべく、古紙パルプ配合率の偽装問題に対しては、製紙工場への現地確認およ

びサンプリング分析等を行いその結果を公表すると共に、エコマークの制度・運用の強

化策実施のため設置された「エコマーク環境偽装再発防止検討委員会」での検討内容を

踏まえ、Version2認定基準を改定し、管理の徹底および製造工場・工場管理担当者等の
明記による製造現場への照会確認体制の構築などをはかり、認定審査の強化を行った。

今回の Version3 認定基準の見直しにおいては、消費者などにおけるエコマークおよび
再生紙に対する信頼の回復と古紙循環の取組みを減退させないことを目的に検討を行

い、同様の問題を生じさせないよう古紙パルプ配合率等の定義の明確化、損紙の取扱い

と配合率に関する要件等を新たに策定した。 
 
 
2．適用範囲について 

本商品類型においては、その対象を包装紙、包装袋、封筒などに使用される原紙とし

た。本商品類型は対象製品の性質上、用紙類（No.106「情報用紙Version2.0」、No.107
「印刷用紙Version2.0」、No.108「衛生用紙Version2.0」）と共に検討が可能であるこ
とから、Version3.0においては、用紙類と併せて検討した。なお、Version1.0において
対象製品であった包装袋、包装紙、封筒など、本商品類型対象製品を用いた最終製品は、

No.112「文具・事務用品Version1.0」の対象として扱っている。 
 
 
3．用語の定義について 

「市中回収古紙」および「産業古紙」について意味するところは、ISOの CD14021.2
における Recycled Content/Material中のポストコンシューママテリアルおよびプレコ
ンシューママテリアルの定義を引用した。以下に ISO の定義を示す。Version3.0 では、
「産業古紙」について、平成 3年 12月 24日通商産業省「紙製造業に属する事業を行う
者の古紙の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令等の運用について」と

考え方が同じであることを明確にするために、定義の一部追記を行った。また、「損紙」

について、JISP0001「紙・板紙及びパルプ用語」を参考に、定義づけを行った。 
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（参考） 
ISO14021 Post­consumer materialの定義 

Material generated by households or commercial, industrial and institutional 
facilities in their role as end-users of the product which can no longer be used for 
its intended purpose. This includes returns of material from the distribution 
chain.  
 
ISO14021 Pre­consumer materialの定義 

Material diverted from the waste stream during a manufacturing process. 
Excluded is reutilization of materials such as rework, regrind or scrap generated 
in a process and capable of being reclaimed within the same process that 
generated it. 
「再生資源利用促進法（現・資源有効利用促進法）」の通達（3 生局第 343 号／平成 
3年 12月 24日） 古紙の定義 
 法第 2 条第 1 項における再生資源の有効な利用を図る上で特に必要なものとして再
生資源の利用の促進に関する法律施行令（平成 3年政令第 327 号。以下「政令」とい
う。）第 1条により指定されている「古紙」とは、紙、紙製品、書籍等その全部又は一
部が紙である物品であって、一度使用され、又は使用されずに収集されたもの又は廃

棄されたもののうち、有用なものであって、紙の原材料として利用することができる

もの（収集された後に輸入されたものも含む。）又はその可能性があるものをいう。 
ただし、紙製造業に属する事業を行う者（以下「紙製造事業者」という。）の工場又

は事業場（以下「工場等」という。）における製紙工程で生じるもの及び紙製造事業者

の工場等において加工等を行う場合（当該紙製造事業者が、製品を出荷する前に委託

により、他の事業者に加工を行わせる場合を含む。）に生じるものであって、商品とし

て出荷されずに当該紙製造事業者により紙の原材料として利用されるものは、古紙と

しては取り扱わない。  
  

「古紙配合率」については、1998年に制定された基準（Version1.0）においては、各
製紙メーカの実際の管理方法に合わせて「（古紙＋購入古紙パルプ）／（パルプ＋古紙

＋購入古紙パルプ）」としていたが、Version2.0 では、国際的な整合をはかるために、
ISOに準拠した古紙パルプ／（バージンパルプ＋古紙パルプ）で表される「古紙パルプ
配合率」を採用した。なお、パルプの配合については水分 10％での質量を採用している。
Version3.0においては、いままで不明瞭だった損紙の扱いを基準上明確にすることを検
討した。損紙については、製紙工程上必ず発生するものであり、コストの面からも、徒

に発生させているものではなく、発生した損紙を有効活用すべきものであることが確認

された。一方、損紙の発生は、製造時のエネルギ消費など余計な環境負荷がかかり、発

生を抑制することが重要であり、また、計算上の古紙パルプ配合率を高めるために、意

図的にバージンパルプが多く含まれた損紙を大量に使用することに対しては、一定の歯

止めをかける必要があることが指摘された。損紙については、工場やマシン設備により

管理方法・把握状況が異なっており、紙切れ等の理由により瞬間時に変動する場合があ

る。現段階においては、現行どおり、損紙を古紙パルプ配合率の計算上の分母、分子に

それぞれ含めないこととするが、損紙の投入割合をエコマーク事務局に報告し、データ

の蓄積を行いながら、今後の基準の見直しにおける検討材料とすることになった。 



 
 

113V３解説 

5/12 

一般的な製造工程、損紙の発生状況の概念を図 2、3 に示す。なお、工場やマシン設
備により異なることがある。 

 

 
 
 
 
 
 
 
     
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 紙・パルプ製造工程 資料：紙の環、日本製紙連合会 
（補足）抄紙工程において、抄紙機の湿部でぬれた損紙と、乾燥部以後及び仕上げ工程から

出る乾燥損紙が発生する。 

図 3 損紙の一般的な発生工程（一例） 
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「蛍光増白剤」は、化成品工業会発行「蛍光増白剤」を参考とした。 
なお、その他エコマークの認定基準で定義してない用語については、JISP0001：紙・

板紙及びパルプ用語などに従うことにする。 
 
 
 
4．認定の基準と証明方法について 
 
4‐1．環境に関する基準の策定の経緯 

基準の設定にあたっては、商品ライフステージ環境負荷項目選定表を用い、環境の観

点から商品のライフサイクル全体にわたる環境負荷を考慮した上で、認定基準を設定す

るに際し重要と考えられる負荷項目が選定され、それらの項目について定性的または定

量的な基準が策定される。 
商品類型「包装用紙」において考慮された環境負荷項目は商品ライフステージ環境負

荷項目選定表に示したとおり（表 2中◎印）である。このうち最終的に環境に関する基
準として選定された項目は、A‐1、A‐4、B‐1、B‐5、B‐6、B‐7、B‐8、B‐9、
C‐1、C‐7、D‐8、D‐9および F-9である。なお、表中の印の欄は検討対象とならな
かった項目または他の項目に合わせて検討された項目を示す。以下に環境に関する基準

の策定の経緯を示す。 
 
 
 表 2「ライフステージ環境負荷項目選定表」 

商品のライフステージ 
環境負荷項目 A 

資源採取 
B 
製造 

C 
流通 

D 
使用消費 

E 
廃棄 

F 
ﾘｻｲｸﾙ 

1．資源の消費 ◎ ◎ ◎    
2．地球温暖化影響物質の排出       
3．オゾン層破壊物質の排出       
4．生態系への影響 ◎      
5．大気汚染物質の排出  ◎     
6．水質汚濁物質の排出  ◎     
7．廃棄物の発生・処理処分  ◎ ◎    
8．有害物質などの使用・排出  ◎  ◎   
9．その他の環境負荷  ◎  ◎  ◎ 

 
 
A 資源採取段階 
 
◇ A‐1（資源の消費） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) 古紙の配合率について 
(2) バージンパルプの原料について 
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(3) 非木材パルプについて 
 

(1)については、古紙の利用促進の観点から考慮すると、森林の保全および紙ごみの削減
のために、できる限り製品の原料に古紙を使用していることが望ましい。 
しかし、原料となる古紙の品質によって製品の品質が大きく変わるため、エコマーク認

定の包装用紙においては、1990年に制定された基準（再生パルプ使用包装用紙）では古紙
配合率を20％以上とした。その後、古紙利用率の向上を背景に、1998年に制定された基準
（Version1.0）で古紙配合率が30％以上（封筒は40%以上）となった。 

2004年に制定された基準（Version2.0）では、包装用紙においても古紙パルプ配合率の
高い製品が増える傾向にあったが、製品機能上、強度が要求されることから、古紙パルプ

配合率の引き上げは強度を補う目的での紙力増強剤の使用や坪量の増加を招き、環境負荷

の低減には繋がらない恐れがあるとの意見も挙げられた。そこで包装袋に使用される原紙

についてはVersion 1.0の基準を据え置き、古紙パルプ配合率30%以上（封筒は40%以上）、
比較的強度の必要性が低い包装紙用原紙については古紙パルプ配合率40%以上に引き上げ
ることとした。また、ISOに準拠し、古紙配合率を古紙パルプ配合率に改め、従来方法で
は古紙配合率70％であったものが、約65％の古紙パルプ配合率となること（歩留まり80％
と仮定）より、配合率の数値は維持されたが、Version2.0での見直しは事実上の基準の引
き上げとなった。 

Version3.0においては、古紙パルプ配合率の再度検討を行ったが、古紙循環の取り組み
を減退させる方向としないこと、検討時点において、本商品類型で対象となる原紙を使用

した包装紙、包装袋、封筒（エコマーク商品類型 No.112「文具・事務用品 Version1」）に
おける認定の状況等が考慮され、配合率の数値は維持することになった。なお、古紙パル

プ配合率の数値については、最低保証値とすることが確認された。 
 
(2)については、森林資源の減少を極力抑え、循環型社会の構築をさらに推進していくため

に、古紙の利用を引き続き推進していく必要がある。一方で、製品のライフサイクル全体を通

じた環境負荷低減に資するというエコマークの趣旨を鑑み、製品の原料全てを評価していくこ

とが重要である。従って、バージンパルプにおいては、森林の生物多様性への寄与、再生産資

源であることを認識し、持続可能な森林管理に基づく木材由来の原料の普及を進めていくこと

が必要である。Version3.0の検討においては、PPC用紙に関して、深刻化する森林資源の減
少、劣化等の問題に対応するため、古紙以外に推奨すべき材料として、森林認証材、間伐

材、持続可能性を目指した原料調達に基づいて調達されたパルプを採り上げ、適切な森林

資源の利用に繋がるよう基準を策定したが、包装用紙については、PPC用紙における普及
状況等をみながら、再度導入を検討することになった。 
 

(3) の非木材パルプについては、Verison3.0の検討でも引き続き検討された。その結果、
森林資源の育成が困難な地域においては、一定の有用性が認められるものの、かさ高であ

ることに由来するエネルギ消費量の増加、貯蔵中における原料の劣化、柔細胞など繊維以

外の細胞要素に由来する紙の品質低下、ソーダ法やクラフト法における薬品回収の難しさ

（シリカを多量に含むもの）、などの理由により、木材パルプと比較して、環境的優位性が
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あるとは言い難いことが再度確認された。 
 

◇ A‐4（生態系への影響） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) 原料を調達している地域における生態系への配慮について 

2006年 4月より「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（グリーン購入法）にお
いて、木材・木材製品（紙製品も含む）に関する合法性の確保が配慮事項に追加され、林

野庁「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」に準拠した合

法性の確認が進められている。エコマークにおいても、Version2 の一部改定（2007 年 4
月 1日）で、生態系保全の観点から、違法伐採対策に基づく政府調達に賛同し、木材・木
材製品（紙製品を含む）における合法性の確保を基準項目に導入することとした。具体的

には、バージンパルプ（間伐材により製造されたバージンパルプ及び合板・製材工場から

発生する端材、林地残材・小径木等の再生資源により製造されたバージンパルプを除く）

が使用される場合において、原料とされる原木はその伐採に当たって生産された国におけ

る森林に関する法令に照らして合法なものであることを、上記林野庁ガイドラインの証明

方法を準拠して確認することとした。 
 
 

B．製造段階 
◇ B‐1（資源の消費） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) エネルギ、用水などの資源消費について 
(2) 塗工について 

(1)紙の製造においては、紙を 1t製造するのに段ボール原紙では約 50m３本やノートに使

用される上質紙では約 160ｍ３もの大量の水を使用している。 
つまり、白色度の高い紙ほど多量の水を使用する。このため、白色度を低下させ、製造

時の水の使用量を少なくすることは環境への配慮になる。 
しかし、工業用水の使用量は工場単位で管理されていること、できる限り循環再利用し

ていること、1980年代の使用状況と比較して紙を製造するための新水の使用量は紙 1tあ
たり平均約 40％削減されている。 
同様にエネルギについては、1980年の使用状況と比較して紙を製造するためのエネルギ

の使用量は平均約 31％（2001 年）削減されていること、黒液回収・廃棄物の有効利用な
どによるエネルギの有効利用、製造エネルギの使用量は工場単位で管理されていることな

どから、生産設備や生産プロセスによって大きく影響される。 
従って本項目は、基準として策定することが難しく、選定されなかった。 
(2)については、表面塗工された紙は、印刷適性など紙の品質を向上することができるが、

その古紙をパルプにする際、薬品の使用量を増加させ、製紙スラッジと呼ばれる廃棄物に

なる。Verison2.0の検討においても、全国の状況として、製紙産業の有機汚泥発生量 170
万 BDt（乾燥後の重量トン）のうち、ほとんどが有効利用や焼却により減量化され、最終
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埋立て処分量は 20万 BDtであることが確認されたことから、引き続き過大な塗工は避け
ることとされた。 
そこで、廃棄物の削減、薬品の使用量削減を進めるなどの環境負荷低減に効果が期待で

きる本項目は、エコマークとして過度な品質と判断される表面塗工について、基準を策定

する項目として選定された。Version3.0では、塗工量の数値は最大値に改めた。 
なお、白色顔料を内填しているものについては、非塗工用紙として扱うものとする。 

 
◇ B‐5（大気汚染物質の排出） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) 大気汚染については、適切な管理がなされていること 
 製紙工程から排出される大気汚染物質については、関連する環境法規および公害防    
止協定などに順守することで、環境への負荷が低減されると判断され、本項目は基準を策

定する項目として選定された。 
 
◇B‐6（水質汚濁物質の排出） 

本項目では以下の点が検討された。 
 (1) 排水については、適切な管理がなされていること 
製紙工程から排出される水質汚濁物質については、関連する環境法規および公害防止協

定などを順守することで、環境への負荷が低減されると判断され、本項目は基準を策定す

る項目として選定された。 
 
◇ B‐7（廃棄物の発生・処理処分） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) 塗工について 
 

(1)の塗工については、既述の B-1において一括して検討がなされ、同じ内容であるので
省略する。 
  
◇ B‐8（有害物質などの使用・排出） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) 有害物質について 
(2) 塩素漂白について 
 

(1)については、製造工程からの有害物質の排出は、極力抑える必要があると判断された。
そこで、その製紙工場が立地する地域の協定、条令、法律などに対して違反などがなく適

正に管理されていることが、基準として策定された。 
 (2)については、現在の製紙工程では塩素ガス漂白から塩素系化合物の使用を含む酸素漂白
に切り替わっており、ダイオキシン対策は進んでいると考えられる。結論として、B‐6(1)

で述べたように製紙工程からのダイオキシン類の排出はきわめて少なく、環境への影響も軽



 
 

113V３解説 

10/12 

微であることから、本項目は 1997年に制定された基準（Version1.0）では、基準項目とし

て選定されなかった。Version2.0では、海外の環境ラベルでも基準項目として選定されて

いること、製紙業界の取り組みにより 2004年度末を目途に ECF（非塩素漂白）化が進めら

れていることから、基準項目とすることとなった。Version3.0では、購入パルプについて

もECF（非塩素漂白）化を確認する必要があることを明確にするため、記載内容を一部改め

た。 
 

◇ B‐9（その他の環境負荷） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) 騒音、悪臭などの排出については、適切な管理がなされていること 
近隣苦情が適切に対応されていることを意味し、関連する環境法規および公害防止    

協定などに順守することで、環境への負荷が低減されると判断され、本項目は基準を策定

する項目として選定された。 
 
C．流通段階 
◇ C‐1（資源の消費） 

本項目では以下の点が検討された。 
 (1) 再使用または再生利用可能な梱包形態（単一素材、易分解性） 

 (1)については、現在の梱包材は、防湿性を有することが必要であるために、プラスチ
ック樹脂または紙と樹脂からなるものが多い。そのほとんどは、リサイクルすることが困

難との理由から廃棄処理されている。 
そこで、現在の防湿紙においても、少なくとも焼却処理時の負荷に配慮されている  

事は環境負荷低減のために重要であると判断され、基準を策定する項目として選定さ  

れた。また、現在のポリラミネートされた防湿紙はリサイクルが難しいため、リサイクル

の配慮がなされた防湿紙などが採用された際はエコマークとして採り上げる意義が大きく、

基準として選定された。 
 
◇ C‐7（廃棄物の発生・処理処分） 

本項目では以下の点が検討された。 
 (1) 再使用または再生利用可能な梱包形態（単一素材、易分解性） 

 (1)については、既述の C‐1 項において一括して検討がなされ、同じ内容であるので
省略する。 
 
 
D．使用・消費段階 
◇ D‐8（有害物質などの使用・排出） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) アゾ着色剤に関する使用禁止物質について 

 (1)については、ドイツのブルーエンジェルで基準項目となっていること、エコマーク
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の他の商品類型認定基準（当時の No.103「再生 PET 樹脂を使用した衣服」、No.118「再
生材料を使用したプラスチック製品」など）でも基準項目となっていることから、

Version2.0において検討された。エコマークの他の商品類型認定基準との整合を考慮して、
別表 1のアミンを生成するアゾ着色剤について規制を設けることとした。本基準項目が依
拠するドイツ日用品規則では、「試料 1kg 当たり 30mg を超えるアミンの検出」をもって
「アミンの生成」の判断基準としており、本基準項目もこれに従うものとした。 
 
◇ D‐9（その他の環境負荷） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) 蛍光増白剤について 
蛍光増白剤は情報用紙の機能上、不必要な薬品であるとの見解をエコマークとして示

し、1997年の基準案では製品の製造時に再投入をすることを認めない基準項目を設定し
た。しかし、各方面からの意見により、使用を認めないことは古紙利用促進の妨げにな

ると判断し、必要最小限の添加にとどめることとした。なお、本基準項目は、事業者が

自主的に使用量を抑制することを期待した報告レベルの基準項目である。 
 
 
F．リサイクル段階 
◇ F‐9（その他の環境負荷） 

本項目では以下の点が検討された。 
(1) 着色の制限、分別の表示、ラミネート加工などリサイクル時に妨げとなる加工が施さ
れていないことなどのリサイクルの容易性 
着色の制限および分別の表示については、意匠や用途によって消費者が選択する事項で

あることから、本項目は基準を策定する項目として選定されなかった。 
加工については、古紙のリサイクルを進める上での大きな問題として異物、禁忌品の混

入があり、回収古紙内の異物、禁忌品の程度が重大な影響を与えることになる。 
従って、財団法人古紙再生促進センターが規定する「古紙標準品質規格」で禁忌品に規

定されるものについては、エコマークの対象外とすることが基準項目として設定された。 
Version3.0 では、紙から紙へのリサイクルを促進させるため、No.120「紙製の印刷物

Version2.0」で準拠している（社）日本印刷産業連合会が作成した「印刷物資材『古紙リ
サイクル適性ランクリスト』規格」を転用することが検討されたが、色紙などに関する規

格の変更を検討中であること、本認定基準の対象が原紙であることより、現行どおり財団

法人古紙再生促進センターが規定する「古紙標準品質規格」の禁忌品に準拠することとし

た。 
 
 
4‐2．品質に関する基準について 

該当する品質規格に適合しているか、製造段階での品質管理が十分されていればよいこ

ととした。なお、坪量に関して、生産時の製品ロットごとの管理標準値を±５％の範囲内
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で管理することについて基準化した。 
 
 
5．商品区分、表示など 

マーク下段の環境情報表示における「古紙パルプ配合率○○％」の○○％については、

古紙パルプ配合率は最低保証値を記載することとした。 
商品区分については、１つの銘柄単位、製造工場単位に改めた。 
 
また、新聞古紙や雑誌古紙などを原料として古紙を配合する場合には、「ちり」が発生

することがあるなど、バージンパルプ高配合品の製品品質とは異なることについて、古紙

配合品に過剰な品質を要求しないように社会の認識を変えていく必要性が指摘された。 


